予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：土木費　項：土木管理費　目：建設業指導監督費　　　
	事業名　新　建設業担い手確保・育成支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　県土整備部　建設政策課　建設業係　電話番号：058-272-1111（内3647）

　　　E-mail：c11650@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　        　　　２,５１０千円（前年度予算額：    ０ 千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,510
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,510

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
建設業は社会資本整備の担い手であるとともに、地域の防災・安全、経済・雇用を支える重要な役割を担っている。しかしながら近年の建設投資額の減少等による競争の激化は、建設業界の疲弊を招くとともに、就労環境の悪化等により、若年入職者が減少するなど、かつてない厳しい状況に直面しており、将来の県土づくりを支える確かな技術力の継承が大きな課題となっている。
こうした状況を踏まえ、将来の建設業を支える担い手となる若年者に建設業の魅力を発信するなど、建設業への入職促進につながる取組みを進める。

また、建設業の総合産業化については収入確保の面だけでなく、雇用の確保、人材・機材の有効活用にもつながり、地域から信頼され、理解される建設業の実現に寄与することから、引き続き支援する。
（2） 事業内容
Ⅰ．若年者の入職促進に向けた建設業の魅力発信事業　

①建設業で働く県内学校ＯＢによる就職サポート事業

県内工業系高校８校・高専・岐大のＯＢによる各学校への「就職相談」「出張講座」「インターンシップ事業」等のサポートを実施する。建設業の魅力を生徒や教師に効果的に伝えるため、各ＯＢサポーターを対象にした研修会や意見交換会を実施し、建設業の訴求力向上を図り、若年者の入職者確保に繋げる。

②知られざる建設業の親子現場見学会　

小中学生に加え保護者にも建設業の魅力・役割をアピールするため、「建設現場」の見学ではなく、例えば重機の操作体験や一般の方々の目に触れることのない地域建設業が活躍（災害復旧・インフラ維持・異業種進出等）する現場も見学していただき、知られざる建設業の役割や魅力を知ってもらう。
また、地域のマスコミとタイアップし「見学会の募集」「見学会」を記事として掲載し、ＰＲ効果を高める。
　　　
③中学校の職場体験研修サポート事業　

中学校で必須科目となっているキャリア教育「職場体験研修」の受入先として建設業がより多く選択されるために、県内建設業における職場体験研修の受入可能企業を確保しそのリストを作成する。各教育事務所で行われる「研修会」（毎年６～７月に開催）にて各校の指導主事に配布することにより、建設業における「職場体験研修」の実施を増やし中学生の建設業への就職意識の向上に繋げる。
④工業高校生現場見学会の開催　　

土木建築系学科の生徒（1～2年生）を対象にした建設工事現場の見学会を県内工業系高校８校で実施し、建設業の魅力と建設工事現場で働く人の生の姿を伝えることにより建設業への入職促進に繋げる。
　　　　
⑤工業高校教諭と建設業者との意見交換会及び工業高校教諭を対象とした建設工事現場見学会の開催　

建設業者と工業高校の教諭との意見交換会を実施することにより、建設業が求める人材等についての意見交換を行うとともに、あわせて工業高校教諭を対象とした建設工事現場見学会を実施し、生徒の進路指導に携わる教師にも建設業と建設工事現場で働く人の生の姿を伝え、生徒の入職促進に繋げる。
Ⅱ．建設業総合産業化支援事業　
①異分野進出及び既存参入企業に対する個別支援　

地域の課題解決や地域経済・雇用へ高い波及効果が期待される異業種への参入を希望されるまたは既に参入している建設業者に対する相談支援を行う。

　　　　

②異分野進出企業による事例発表会・意見交換会　

林業や農業等の異分野に進出した建設業者の課題解決を目的とした意見交換会や事例発表会を実施し、既参入建設業者の持続可能な経営を実現するための出口支援を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

建設産業は県の基幹産業であるとともに、地域雇用や地域社会インフラ保全の観点からも県内建設産業の再生及び健全な発展は県の最重要課題として対応する必要がある。
（４）類似事業の有無
　　　無
　　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	　173
	費用弁償、業務旅費

	需要費
	　 58
	消耗品費、会議費

	委託料
	2,279
	就職サポート事業、現場見学会等業務委託費

	合計
	2,510
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
・長期構想

　Ⅰ－６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　　　　　・高い技術力を有し、地域に貢献する優良な建設業を育成する

（2） 国・他県の状況

建設業の人材不足について、国においても喫緊の課題として捉えられてお
り、平成２５年６月２１日に、国土交通省は厚生労働省と連携し、「当面の建設人材不足対策」を両省の間で認識を共有して対策の検討を行い、当面の対応としてとりまとめられたところである。
　　　
（3） 後年度の財政負担
社会情勢、業界ニーズ、国の建設業支援施策の動向と事業結果を踏まえ、
後年度以降の事業について検討する。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
建設業の若年就業者数の総数及び建設業就業者数に占める若年就業者の占める割合の減少に歯止めをかけ、将来の建設業を支える担い手を確保し地域社会の安心・安全を支える建設業の再生を推進する。
【岐阜県の建設業就業者数】　         出典：国勢調査
平成12年
平成22年
建設業就業者数
115,957人
84,542人
若年就業者数（29歳以下）
24,853人
9,594人
若年就業者数の占める割合
21.4％
11.3％
ピーク時（平成12年）に比べて、建設業就業者数は約２７％減少、さらに２９歳以下若年就業者数は約６１％減少している。
＊建設業の担い手確保については、建設業の適正な利潤の確保（工事発注時期の平準化・適正な利潤確保に資する適切な設計積算・ダンピング対策等）や魅力ある労働環境の整備（適正な労務資材単価の設定、社会保険未加入対策、労働災害予防のための安全対策普及向上等）等の政策が複合的に実施されることが必要である。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	若年就業者数（29歳以下）
	9,594人
（H22）
	25,853人
（H12）
	9,594人
（H22）
	9,594人
（H22）
	9,594人
（H27）
	％
　－

	若年就業者数の占める割合
	11.3％
（H22）
	21.4％
（H12）
	11.3％
（H22）
	11.3%
（H22）
	11.3%
（H27）
	％
－


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成25年度は「岐阜県版建設業地域再生ビジネスモデル推進事業」（建設業地域総合産業化支援事業・地域連携販路開拓支援事業）として実施

（若年者の入職促進に向けた建設業の魅力発信事業部分）
◯工業高校教諭と建設業者との意見交換会・建設工事現場見学会
8月8日（木）　工業系教員38名       　
◯建設工事現場見学会 3回開催予定（日程調整中）
（建設業総合産業化支援事業部分）

◯林業をキーワードにした北海道下川町との交流勉強会　　　　　

8月1日（木）　参加者約120名

◯林建協働セミナー1回、農業参入事例報告会意見交換会2回開催予定（日程調整中）


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（若年者の入職促進に向けた建設業の魅力発信事業部分）

次世代を担う若年層の建設業に対する就業への関心を高めるために、就職を控えた生徒並びに学校の先生に建設業と建設工事現場で働く人の生の姿を知っていただくために建設現場見学会を実施した。
（建設業総合産業化支援事業部分）

　林業及び農業に参入を希望されるまたは参入している建設業者を対象に交流勉強会や意見交換会を開催し、異業種参入における課題解決のための支援を行った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	近年の建設投資額の減少等による競争の激化は、建設業界の疲弊を招くとともに、就労環境の悪化等により、若年入職者が減少するなど、かつてない厳しい状況に直面しており、地域社会の安心・安全を支えてきた建設業の再生が大きな課題となっている。

こうした状況を踏まえ、国土交通省は厚生労働省と連携し、平成25年6月21日に「当面の建設人材不足対策」を両省の間で認識を共有して対策の検討を行い、当面の対応としてとりまとめられたところである。
また、県の業界団体である岐阜県建設業協会との意見交換会においても「若年者入職促進と地域を守る建設業のＰＲ」に関して県の積極的な支援を求められているところである。

県としては業界のニーズを踏まえ、国の施策を見据えながら効率的かつ効果的な建設業の担い手確保・支援施策を本事業により実施する必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　建設業界と学校関係者及び行政がしっかり連携をして事業を進めていくことが重要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　近年の社会情勢、業界ニーズ、国の建設業支援施策を踏まえて、若年者の担い手確保に関する支援に重点をおいて事業を実施していく。
建設業の総合産業化については、建設業者の異業種への新規参入（入口支援）から既参入事業者の課題解決（出口支援）に軸足を移して引き続き継続支援していく。


